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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高 (百万円) 9,000 10,719 12,336 19,162 24,194

経常利益 (百万円) 522 732 865 1,284 1,868

中間(当期)純利益 (百万円) 261 425 344 704 1,005

純資産額 (百万円) 6,926 8,242 8,863 7,285 8,664

総資産額 (百万円) 9,684 12,056 12,789 10,213 12,772

１株当たり純資産額 (円) 299.72 328.65 354.87 315.17 346.56

１株当たり中間

(当期)純利益
(円) 11.37 18.49 14.97 30.59 43.64

潜在株式調整後

１株当たり中間

(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.3 62.8 63.9 71.1 62.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △94 984 322 529 1,435

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △60 △1,384 △759 792 △1,775

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △92 △125 △138 △184 △263

現金及び現金同等物

の中間期末(期末)残高
(百万円) 3,300 4,172 3,484 4,689 4,076

従業員数 (名) 1,024     1,321[630] 　1,520[790] 1,004 　1,379[657]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

３  第34期中より従業員数の表示において、期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高 (百万円) 8,478 9,135 9,796 17,770 19,790

経常利益 (百万円) 522 744 683 1,196 1,652

中間(当期)純利益 (百万円) 265 444 269 659 942

資本金 (百万円) 1,348 1,348 1,348 1,348 1,348

発行済株式総数 (株) 23,083,680 23,083,680 23,083,680 23,083,680 23,083,680

純資産額 (百万円) 6,769 7,401 7,892 7,071 7,761

総資産額 (百万円) 9,426 11,315 11,932 9,837 12,062

１株当たり純資産額 (円) 293.92 321.36 342.67 307.04 336.97

１株当たり中間

(当期)純利益
(円) 11.51 19.32 11.70 28.64 40.92

潜在株式調整後

１株当たり中間

(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 4.00 6.0 6.0 9.0 12.0

自己資本比率 (％) 71.8 65.4 66.1 71.9 64.3

従業員数 (名) 917       967[567] 　1,118[728] 908 　1,020[594] 　　

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

３  第34期中より従業員数の表示において、期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

エンジニアリング事業 714

ソリューション事業 685

全社(共通) 121

合計 1,520[790]　

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

 ２　期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。

 ３　従業員が前期末に比べ141名増加しましたのは、新卒採用者および中途採用者の増加によるものです。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,118[728]　

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

 　　　 ２  期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。

(3) 労働組合の状況

　労働組合は現在結成されておりませんが「社員会」を中心に労使のコミュニケーションを図っており、労使関係

は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、エネルギー、原材料価格の上昇等を背景に企業収益は伸び悩みを見せ、

また、設備投資の増勢も鈍化してきており、景気の下振れリスクが高まっております。

　情報サービス産業界におきましては、システムインテグレーション等を中心とした受注ソフトウェアが金融業向け

等で伸びていることや、システム等管理運営受託等の需要が伸びてきており、概ね順調に推移いたしました。

　このような状況下におきまして当社グループは、情報サービス業における優良企業を目指して、主力事業であるソフ

トウェア開発に経営資源を集中し、徹底したプロジェクト管理、高度な技術力や顧客ニーズに対応しうる技術者の投

入等により収益性の向上に努めるとともに、開発支援ツール、ワークフローツール等の提供や、大型基幹システムの構

築支援等により、お客様に対して最適なソリューションを提案してまいりました。

　また、当中間連結会計期間におきましては、当社本社ビル移転をはじめとした拠点整備を行い、単体ではこれらに係

る費用の計上を行いましたが、ソフトウェア開発の更なる効率化の推進や、連結子会社の業績の改善等により連結で

は営業利益、経常利益ともに向上いたしました。

　これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、

連結売上高　　　　　12,336百万円　（前年同期比　15.1％増）

連結営業利益　　　　   867百万円　（前年同期比　20.3％増）

連結経常利益　　　　   865百万円　（前年同期比　18.1％増）

連結中間純利益 　　　　344百万円　（前年同期比　19.0％減）

となりました。

　セグメント別の業績は、次の通りであります。

＜エンジニアリング事業＞

　機器組み込みソフトウェアの開発では、主要顧客の積極的な技術投資を背景に、機器組み込みソフトウェア等の受注

が引き続き増えたことにより、売上が順調に推移しました。

　また、製造・技術系ソフトウェアの分野では、前期に引き続き大型受託案件の開発を行ったほか、ソフトウェアの品

質検証のビジネスも本格的に軌道に乗り、当事業の売上に貢献しましたが、一方で、開発要員に係る人件費の増加等に

より、営業利益は減少しました。

　これらの結果、売上高は5,611百万円（前年同期比10.9％増）、営業利益は701百万円（前年同期比9.4％減）となりま

した。

＜ソリューション事業＞

　ソリューション事業では、ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発及び販売において、厳しい受注環境であり

ましたが、お客様にとって真に価値のあるソリューションの提供ということを常に念頭におき、受注活動を展開して

まいりました。

　その結果、顧客の大型基幹システムの運用支援や受託開発等が伸び売上に貢献するとともに、ワークフローシステム

構築ツール「Web Plant」の新バージョンをリリースする等、付加価値の高い製品を積極的に市場へ投入してまいりま

した。

　また、前年第２四半期より連結対象となった連結子会社の売上が増加したこと等により売上高及び営業利益が増加

いたしました。 

　これらの結果、売上高は6,725百万円（前年同期比18.8％増）、営業利益は165百万円（前年同期比219百万円の改善）

となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ591百万円減少し、当中

間連結会計期間には3,484百万円となりました。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

　営業活動の結果得られた資金は、322百万円（前中間連結会計期間は984百万円の増加）となりました。これは主に、

税金等調整前中間純利益（638百万円）、売上債権の減少（671百万円）、たな卸資産の増加（△513百万円）、法人税

等の支払（△459百万円）等によるものであります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

　投資活動の結果使用した資金は、759百万円（前中間連結会計期間は1,384百万円の減少）となりました。これは主に、

本社移転に伴う有形固定資産取得による支出（△179百万円）、および保証金の差入による支出（△699百万円）等に

よるものであります。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　財務活動の結果使用した資金は、138百万円（前中間連結会計期間は125百万円の減少）となりました。これは配当金

の支払（△138百万円）によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

エンジニアリング事業 5,836 13.9

ソリューション事業 6,864 18.7

合計 12,701 16.5

　（注）　金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

商品仕入実績

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

エンジニアリング事業 177 313.3

ソリューション事業 134 △23.4

合計 312 42.6

　（注）　金額は、購入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

　当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

エンジニアリング事業 5,364 0.8 4,886 19.2

ソリューション事業 6,988 11.1 5,845 8.2

合計 12,353 6.4 10,732 12.9

　（注）　金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

エンジニアリング事業 5,611 10.9

ソリューション事業 6,725 18.8

合計 12,336 15.1

　（注）１　金額に消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

キヤノン㈱ 5,277 49.2 5,935 48.1

キヤノンマーケティングジャパン㈱ 1,935 18.1 2,094 17.0

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　当中間連結会計期間の研究開発活動は、国内外の最新の関連情報や動向に常に注意を払い、実用化及びビジネス化に

照準をあてて行っております。

　当社の研究開発活動は、テーマといたしましては、顧客のニーズに即した包括的ソリューションを提供し、ネット

ワークを前提としたキヤノンのデジタルオフィス向け製品と市場との掛け橋となるソフトウェアの開発やJAVAを

ベースとした新しいコンセプトの開発ツールの提供を目的とした活動を進めております。

　当中間連結会計期間において研究開発費の計上はありませんでしたが、ソリューション事業におきまして、Webアプ

リケーション開発支援ツール「Web Performer」で自動生成したソフトウェアを互いに連携させ、高品質なワークフ

ローシステムを短期間・低コストに構築できるWebアプリケーション自動開発ソフト「Web Performerワークフローオ

プション」の開発や、ワークフローシステム構築ツール「Web Plant」においてはデータ連携機能を強化するなど自社

開発パッケージソフトウェアの機能強化やバージョンアップ等を行い、無形固定資産として152百万円計上いたしま

した。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

提出会社

　2008年２月に東京都港区に本社移転いたしました。また、ソフトウェア開発の拠点として蒲田事業所の新設を行っており

ます。これに伴い主要な設備の状況は以下のようになりました。

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物
土地

（面積㎡）
その他 合計

本社

（東京都港区）

エンジニアリング事業

ソリューション事業

消去又は全社

事務所設備 213 ― 88 302 534

蒲田事業所

（東京都大田区）
エンジニアリング事業 事務所設備 22 ― 1 23 162

新川崎事業所

（川崎市幸区）
エンジニアリング事業 事務所設備 57 ― 0 58 187

大阪事業所

（大阪市北区）
ソリューション事業 事務所設備 0 ― 0 0 34

幕張事業所

（千葉市美浜区）

エンジニアリング事業

ソリューション事業
事務所設備 0 ― 1 1 101

宇都宮事業所

（栃木県宇都宮市）
エンジニアリング事業 事務所設備 7 ― 2 10 100

　（注）１　建物はすべて賃借しており、建物及び構築物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。

２　上記従業員数は就業人員数であります。

３　現在休止中の設備はありません。

４　本社移転関連に伴い129百万円の特別損失を計上しております。内訳は旧本社ビルの事務所原状回復費（76百

万円）と契約に伴う原状回復期間の賃料（53百万円）であります。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,083,680 23,083,680
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

計 23,083,680 23,083,680 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

(千株)

発行済株式
総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成20年１月１日～

平成20年６月30日
― 23,083 ― 1,348 ― 2,217

（５）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

キヤノンマーケティングジャパン

株式会社
東京都港区港南２丁目16－６ 13,262 57.5

キヤノンソフトウェアグループ

社員持株会
東京都港区三田３丁目９－６ 1,197 5.2

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 360 1.6

三好　治雄 大阪府堺市南区 300 1.3

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 288 1.2

新井　隆二 埼玉県東松山市 240 1.0

塩見　英毅 兵庫県神戸市中央区 112 0.5

増山　誠　 栃木県宇都宮市 100 0.4

栗山　明子 兵庫県尼崎市 97 0.4

塚田　修身 茨城県取手市 80 0.3

計 ― 16,037 69.5
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

51,100

―

 

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準の株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,031,100
230,311 同上

単元未満株式
普通株式

1,480
― 同上

発行済株式総数 23,083,680 ― ―

総株主の議決権 ― 230,311 ―

　（注）１　上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権70個)含まれて

おります。

２　単元未満株式には当社所有の自己株式５株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

キヤノンソフトウェア

株式会社

東京都港区三田３丁目

９－６
51,100 ― 51,100 0.2

計 ― 51,100 ― 51,100 0.2

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 674 640 650 640 720 740

最低(円) 485 580 580 605 600 651

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)

の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の中間財務諸表について新日

本監査法人により、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)

の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

　 　
前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比

(％)

(資産の部) 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１　現金及び預金 　  4,172   3,584   3,476  

２　受取手形及び売掛金 ※  4,120   4,360   5,041  

３　有価証券 　  ―   200   900  

４　たな卸資産 　  719   1,011   497  

５　繰延税金資産 　  90   138   163  

６　その他 　  274   363   325  

７　貸倒引当金 　  △31   △33   △37  

流動資産合計 　  9,345 77.5  9,624 75.3  10,366 81.2

Ⅱ　固定資産 　          

１　有形固定資産 　          

(1) 建物及び構築物 　 829   982   847   

減価償却累計額 　 △562 266  △565 417  △646 201  

(2) その他 　 101   179   112   

減価償却累計額 　 △69 32  △68 111  △79 32  

(3) 土地 　  228   228   228  

有形固定資産合計 　  527 4.4  757 5.9  462 3.6

２　無形固定資産 　          

(1) のれん 　  2   2   2  

(2) ソフトウェア 　  516   553   515  

(3) その他 　  11   7   11  

無形固定資産合計 　  530 4.4  563 4.4  529 4.1

３　投資その他の資産 　          

(1) 差入保証金 　  730   1,154   778  

(2) 繰延税金資産 　  273   299   262  

(3) その他 　  649   391   374  

(4) 貸倒引当金 　  △0   △1   △0  

投資その他の資産
合計

　  1,652 13.7  1,844 14.4  1,414 11.1

固定資産合計 　  2,711 22.5  3,164 24.7  2,406 18.8

資産合計 　  12,056 100.0  12,789 100.0  12,772 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比

(％)

(負債の部) 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１　支払手形及び買掛金 　  916   982   1,289  

２　未払法人税等 　  324   298   475  

３　繰延税金負債　 　  ―   29   12  

４　賞与引当金 　  214   209   218  

５　役員賞与引当金 　  12   16   32  

６　製品保証引当金 　  37   46   50  

７　未払金 　  476   458   424  

８　前受金 　  604   530   378  

９　その他 　  528   543   506  

流動負債合計 　  3,115 25.8  3,114 24.4  3,387 26.5

Ⅱ　固定負債 　          

１　繰延税金負債 　  18   ―   ―  

２　退職給付引当金 　  578   645   601  

３　役員退職慰労引当金 　  87   105   104  

４　永年勤続慰労引当金
　

　  ―   43   ―  

５　その他 　  14   16   15  

固定負債合計 　  698 5.8  811 6.3  721 5.7

負債合計 　  3,813 31.6  3,925 30.7  4,108 32.2

　 　          

(純資産の部) 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  1,348 11.2  1,348 10.5  1,348 10.5

２　資本剰余金 　  2,219 18.4  2,219 17.3  2,219 17.4

３　利益剰余金 　  4,019 33.3  4,667 36.5  4,460 34.9

４　自己株式 　  △17 △0.1  △17 △0.1  △17 △0.1

株主資本合計 　  7,570 62.8  8,217 64.2  8,011 62.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

  １　その他有価証券評価
差額金

　  1 0.0  △12 △0.1  △9  

２　為替換算調整勘定 　  △2 △0.0  △31 △0.2  △19  

評価・換算差額等
合計

　  △0 △0.0  △44 △0.3  △28 △0.2

Ⅲ　少数株主持分 　  673 5.6  690 5.4  681 5.3

純資産合計 　  8,242 68.4  8,863 69.3  8,664 67.8

負債純資産合計 　  12,056 100.0  12,789 100.0  12,772 100.0
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②【中間連結損益計算書】

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  10,719 100.0  12,336 100.0  24,194 100.0

Ⅱ　売上原価 　  7,911 73.8  8,954 72.6  17,928 74.1

売上総利益 　  2,807 26.2  3,381 27.4  6,265 25.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
　
 2,086 19.5  2,514 20.4  4,429 18.3

営業利益 　  720 6.7  867 7.0  1,836 7.6

Ⅳ　営業外収益 　          

１　受取利息 　 12   13   27   

２　受取手数料 　 0   ―   ―   

３　その他 　 4 16 0.1 7 21 0.2 14 42 0.1

Ⅴ　営業外費用 　          

１　支払手数料　 　 ―   2   6   

２  たな卸資産
廃却及び評価損

　 ―   17   ―   

３　その他 　 4 4 0.0 3 23 0.2 3 10 0.0

経常利益 　  732 6.8  865 7.0  1,868 7.7

Ⅵ　特別利益 　          

１　貸倒引当金戻入益 　 2 2 0.0 ― ― ― 2 2 0.0

Ⅶ　特別損失 　          

１　固定資産除却損
※２
　

3   16   76   

２　社名変更関連費用 　 11   ―   20   

３　本社移転関連費用 　 ―   129   ―   

４　事務所解約
原状回復費

　 8   ―   8   

５　過年度永年勤続慰労
引当金繰入額　

　 ―   61   ―   

６　その他 　 ― 24 0.2 19 226 1.8 53 159 0.6

税金等調整前
中間(当期)純利益

　  710 6.6  638 5.2  1,711 7.1

法人税、住民税及び
事業税

　 292   274   771   

法人税等調整額 　 4 296 2.8 5 280 2.3 △62 709 2.9

少数株主利益又は
少数株主損失
（△）

　  △11 △0.1  13 0.1  △2 △0.0

中間(当期)純利益 　  425 3.9  344 2.8  1,005 4.2
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　 株主資本

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万円) 1,348 2,219 3,718 △17 7,268

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △124  △124

中間純利益   425  425

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

    ―

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― 301 ― 301

平成19年６月30日残高(百万円) 1,348 2,219 4,019 △17 7,570

　 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
　

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) ― △9 △9 26 7,285

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   ―  △124

中間純利益   ―  425

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

1 6 8 646 655

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

1 6 8 646 957

平成19年６月30日残高(百万円) 1 △2 △0 673 8,242

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　 株主資本

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高(百万円) 1,348 2,219 4,460 △17 8,011

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △138  △138

中間純利益   344  344

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

    ―

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― 206 ― 206

平成20年６月30日残高(百万円) 1,348 2,219 4,667 △17 8,217

　 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
　

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万円) △9 △19 △28 681 8,664

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   ―  △138

中間純利益   ―  344

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

△3 △12 △15 8 △7

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△3 △12 △15 8 199

平成20年６月30日残高(百万円) △12 △31 △44 690 8,863

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

1,348 2,219 3,718 △17 7,268

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △262  △262

当期純利益   1,005  1,005

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― 742 ― 742

平成19年12月31日　残高
（百万円）

1,348 2,219 4,460 △17 8,011

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定 
評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

― △9 △9 26 7,285

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   ―  △262

当期純利益   ―  1,005

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△9 △10 △19 655 635

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△9 △10 △19 655 1,378

平成19年12月31日　残高
（百万円）

△9 △19 △28 681 8,664
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　    

１　税金等調整前中間(当期)純利益 　 710 638 1,711

２　のれん償却額 　 0 0 0

３　減価償却費 　 149 224 425

４　貸倒引当金の増減額 　 △3 △2 2

５　賞与引当金の増減額 　 △59 △9 △54

６　役員賞与引当金の増減額 　 △12 △16 8

７　退職給付引当金/前払年金費用の
増減額 　 △28 17 △40

８　役員退職慰労引当金の増減額 　 △15 0 2

９　永年勤続慰労引当金の増減額　 　 ― 43 ―

10　製品保証引当金の増減額 　 12 △3 25

11　受取利息及び受取配当金 　 △12 △13 △27

12　固定資産除却損 　 3 20 76

13　売上債権の増減額 　 602 671 △327

14　たな卸資産の増減額 　 △306 △513 △85

15　仕入債務の増減額 　 32 △299 413

16　その他 　 307 8 69

小計 　 1,381 767 2,200

17　利息及び配当金の受取額 　 13 14 28

18　法人税等の支払額 　 △410 △459 △792

営業活動による
キャッシュ・フロー 　 984 322 1,435

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　    

１　連結の範囲の変更を伴う
　　子会社株式取得による支出 　 △824 ― △824

２　連結の範囲の変更を伴わない
　　子会社株式取得による支出 　 △341 ― △341

３　貸付金の回収による収入 　 1 1 3

４　有形固定資産の取得による支出 　 △48 △179 △76

５　有形固定資産の売却による収入 　 ― 13 ―

６　無形固定資産の取得による支出 　 △39 △206 △348

７　差入保証金の差入による支出 　 △147 △699 △198

８　差入保証金の返還による収入 　 28 312 32

９　その他 　 △12 △1 △21

投資活動による
キャッシュ・フロー 　 △1,384 △759 △1,775

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　    

１　配当金の支払額 　 △115 △137 △253

２　少数株主への配当金の支払額 　 △10 △1 △10

財務活動による
キャッシュ・フロー 　 △125 △138 △263

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 7 △15 △9

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 △517 △591 △613

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 　 4,689 4,076 4,689

Ⅶ　現金及び現金同等物
中間期末(期末)残高 ※ 4,172 3,484 4,076
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　３社

連結子会社の名称

Canon Software

America, Inc.、

キヤノンソフト技研㈱、

キヤノンソフト情報システム

㈱

（注）キヤノンソフト情報シ

ステム㈱は、平成19年４月17日

の株式取得に伴い、当中間連結

会計期間より連結子会社とな

りました。なお、みなし取得日

を平成19年４月１日としてお

ります。

(1) 連結子会社の数　３社

会社名：キヤノンソフト情報

システム㈱

キヤノンソフト技研㈱

Canon Software America,Inc.

(1）連結子会社　３社

会社名：キヤノンソフト情報

システム㈱

キヤノンソフト技研㈱

Canon Software America,Inc.

（注）キヤノンソフト情報シ

ステム㈱は、平成19年４月17日

の株式取得に伴い、当連結会計

年度より連結子会社となりま

した。なお、みなし取得日を平

成19年４月１日としておりま

す。

 (2) 非連結子会社

該当ありません。

(2) 非連結子会社

同左

(2) 非連結子会社

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の非連結子会社

該当ありません。

(1) 持分法適用の非連結子会社

同左

(1) 持分法適用の非連結子会社

同左

 (2) 持分法適用の関連会社

該当ありません。

(2) 持分法適用の関連会社

同左

(2) 持分法適用の関連会社

同左

３　連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

連結子会社の中間決算日は中間連

結決算日と一致しております。

同左 　連結子会社の事業年度末日と連結

決算日は一致しております。 

 　なお、キヤノンソフト情報システ

ム㈱は決算期の変更により、平成19

年4月1日から平成19年12月31日ま

での９ヶ月決算となっております。

４　会計処理基準に関する事

項

   

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方

法

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

①　有価証券の評価基準及び評価方

法

その他有価証券

時価のあるもの

同左　　　　

 

 

 

 

 

時価のないもの

同左

①　有価証券の評価基準及び評価方

法

その他有価証券

時価のあるもの

　当連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

商品　　移動平均法による原価

法

②　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

商品　　移動平均法による原価

法

なお、一部の子会社に

つきましては先入先

出法を採用しており

ます。

②　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

商品　　同左

 仕掛品　個別法による原価法 仕掛品　同左 仕掛品　同左

 貯蔵品　最終仕入原価法 貯蔵品　同左 貯蔵品　同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①　有形固定資産

定率法によっております。

ただし、在外連結子会社の有形

固定資産及び国内連結子会社

の一部の有形固定資産につい

ては、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

①　有形固定資産

定率法によっております。

ただし、在外連結子会社の有形

固定資産については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

①　有形固定資産

定率法によっております。

ただし、在外連結子会社の有形

固定資産については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物及び構築物 ５～47年

その他 ５～15年

建物及び構築物 ５～47年

その他 ５～15年

建物及び構築物 ５～47年

その他 ５～15年

 （会計処理の変更）

当中間連結会計期間より、法人税

法の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に

規定する減価償却の方法によっ

ております。

なお、この変更に伴う営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間

純利益に与える影響は軽微であ

ります。

―――――――― （会計処理の変更）

　当連結会計年度より、法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に規

定する減価償却の方法によって

おります。なお、この変更に伴う

営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響は

軽微であります。

 （臨時償却費）

　当社は、平成20年２月に三田本

社ビルを移転する予定であり、当

連結会計年度において、移転に際

し除却が見込まれる有形固定資

産の耐用年数を移転予定時まで

の期間に短縮し、残存価額を零と

して、臨時償却費を計上しており

ます。これに伴い、減価償却費を

６百万円追加計上するとともに

過年度分について、特別損失に臨

時償却費を53百万円計上してお

ります。

　この結果営業利益及び経常利益

は６百万円、税金等調整前当期純

利益は59百万円、それぞれ減少し

ております。

 ―――――――― （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５%に

到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５%相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。

なお、この変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

――――――――
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 ②　無形固定資産

１　ソフトウェア

市場販売目的ソフトウェア

は、見込販売数量に基づく償

却額と、見込販売可能期間

(３年)に基づく均等配分額

とを比較し、いずれか大きい

額を計上する方法によって

おります。なお、子会社の一

部の市場販売目的ソフト

ウェアについては３年以内

で均等償却を行っておりま

す。

自社利用ソフトウェアは、見

込利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっておりま

す。

②　無形固定資産

１　ソフトウェア

同左

②　無形固定資産

１　ソフトウェア

同左

 ２　その他の無形固定資産

定額法によっております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。

２　その他の無形固定資産

同左

２　その他の無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等の特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上

しております。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上し

ております。

③　役員賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上してお

ります。

 ④　製品保証引当金

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実績

に基づく将来発生見込額を計

上しております。

④　製品保証引当金

同左

④　製品保証引当金

同左

 ⑤　受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、

ソフトウェアの請負契約に基

づく進行中の開発案件のうち、

当中間連結会計期間末時点で

将来の損失が見込まれ、且つ、

当該損失額を合理的に見積も

ることが可能なものについて、

当中間連結会計期間末以降に

発生が見込まれる損失額を計

上しております。

⑤　受注損失引当金

同左

⑤　受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、

ソフトウェアの請負契約に基

づく進行中の開発案件のうち、

当連結会計年度末時点で将来

の損失が見込まれ、且つ、当該

損失額を合理的に見積もるこ

とが可能なものについて、翌連

結会計年度以降に発生が見込

まれる損失額を計上しており

ます。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 ⑥　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。

なお、数理計算上の差異は、主

としてその発生時の従業員の

平均残存勤務期間による定額

法により翌連結会計年度から

費用処理することとしており

ます。

⑥　退職給付引当金

同左

⑥　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。

また、数理計算上の差異は、主

としてその発生時の従業員の

平均残存勤務期間による定額

法により翌連結会計年度から

費用処理することとしており

ます。

 ⑦　役員退職慰労引当金

提出会社の役員に対する退職

慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。

⑦　役員退職慰労引当金

同左

⑦　役員退職慰労引当金

提出会社の役員に対する退職

慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計

上しております。

  ―――――――― ⑧　永年勤続慰労引当金 

永年勤続の従業員に対する慰

労制度に伴って支給される慰

労金の支給に備えるため、経過

年数に応じた支給見込み額に

基づき計上しております。

（会計処理の変更）　

当社は、永年職務に精励した従

業員に対して、心身をリフレッ

シュし、今後の新たな活力を生

み出すことを目的とし、５年ご

とに休暇と慰労金が付与され

るリフレッシュ休暇制度を運

用しております。当該慰労金に

ついて、従来は支出時の費用と

して処理しておりましたが、従

業員の増加により金額的重要

性が高まったこと、また、勤怠

管理システム機能の充実化に

伴い合理的な見積が可能に

なったことにより、期間損益計

算の適正化を図るため、当中間

連結会計期間より慰労金部分

について経過年数に応じて支

給見込み額を引当計上するこ

とといたしました。

この変更により、営業利益及び

経常利益は１百万円それぞれ

増加し、税金等調整前中間純利

益は59百万円減少しておりま

す。

 ――――――――

(4) 重要なリース取引の処理方

法

リース物件の所有者が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(5) その他の中間連結財務諸表

(連結財務諸表)作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

 のれんの償却方法

 　５年均等償却をしております。

消費税等の会計処理方法

同左

 のれんの償却方法

　のれんの償却方法については、５年

間の定額法により償却を行っており

ます。

消費税等の会計処理方法

同左

 のれんの償却方法

　のれんの償却方法については、５年

間の定額法により償却を行っており

ます。 

５　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)にお

ける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引出可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間連結貸借対照表）

　前中間連結会計期間まで固定資産の「無形固定資産」に

含めて表示しておりました「ソフトウェア」については、

金額の重要性が増したため、当中間連結会計期間より区分

掲記しております。なお、前中間連結会計期間の「ソフト

ウェア」は162百万円であります。

　前中間連結会計期間まで流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「前受金」については、金額の重要性

が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記しており

ます。なお、前中間連結会計期間の「前受金」は323百万円

であります。

　――――――――

―――――――― （中間連結貸借対照表）

　前中間連結会計期間まで「現金及び預金」に含めて表示

しておりました譲渡性預金については、「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14 号　最終改正

　平成19 年７月４日）の改正に伴い、当中間連結会計期間

より「有価証券」に含めて表示しております。

　なお前中間連結会計期間における「現金及び預金」に含

まれている譲渡性預金の金額は1,200百万円であります。
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追加情報

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　（百万円単位未満の処理）

　中間連結財務諸表に記載されている

科目その他の事項の金額は、前連結会

計年度まで百万円単位未満を四捨五

入して表示しておりましたが、当中間

連結会計期間より百万円単位未満を

切り捨てて表示しております。

　なお、比較参照を容易にするため、前

中間連結会計期間及び前連結会計年

度の金額についても百万円単位未満

を切り捨てて組替表示しております。

 ―――――― （百万円単位未満の処理）

  連結財務諸表に記載されている科

目その他の事項の金額は、前連結会計

年度まで百万円単位未満を四捨五入

して表示しておりましたが、当連結会

計年度より百万円単位未満を切り捨

てて表示しております。

  なお、比較参照を容易にするため、

前連結会計年度の金額についても百

万円単位未満を切り捨てて組替表示

しております。

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(平成20年６月30日)

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

　―――――――― 　――――――――  ※　当連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理につ

いては、当連結会計年度の末日が金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行われたもの

として処理しております。当連結会計年度末

日満期手形の金額は、次のとおりであります。

  受取手形　     31百万円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 1百万円

従業員給与及び賞与 817百万円

賞与引当金繰入額 54百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円

退職給付費用 26百万円

役員退職慰労引当金繰入額 14百万円

減価償却費 28百万円

研究開発費 141百万円

従業員給与及び賞与   965百万円

賞与引当金繰入額   42百万円

役員賞与引当金繰入額 16百万円

退職給付費用 35百万円

役員退職慰労引当金繰入額 19百万円

減価償却費 54百万円

貸倒引当金繰入額   7百万円

従業員給与及び賞与 1,732百万円

賞与引当金繰入額 52百万円

役員賞与引当金繰入額 32百万円

退職給付費用 55百万円

役員退職慰労引当金繰入額 31百万円

研究開発費 212百万円

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

建物 3百万円 建物 6百万円

ソフトウェア 10百万円　

　 　

建物 3百万円

ソフトウェア 73百万円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 23,083,680 ― ― 23,083,680

合　計 23,083,680 ― ― 23,083,680

自己株式     

普通株式 51,105 ― ― 51,105

合　計 51,105 ― ― 51,105

２.配当に関する事項

（１）配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 115 5.0 平成18年12月31日 平成19年３月28日

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年７月24日

取締役会
普通株式 138 利益剰余金 6.0 平成19年６月30日 平成19年８月24日

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 23,083,680 ― ― 23,083,680

合　計 23,083,680 ― ― 23,083,680

自己株式     

普通株式 51,105 ― ― 51,105

合　計 51,105 ― ― 51,105

２.配当に関する事項

（１）配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月26日

定時株主総会
普通株式 138 6.0 平成19年12月31日 平成20年３月27日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年７月22日

取締役会
普通株式 138 利益剰余金 6.0 平成20年６月30日 平成20年８月26日
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 23,083,680 ― ― 23,083,680

合　計 23,083,680 ― ― 23,083,680

自己株式     

普通株式 51,105 ― ― 51,105

合　計 51,105 ― ― 51,105

２.配当に関する事項

（１）配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 115 5.0 平成18年12月31日 平成19年３月28日

平成19年７月24日 

取締役会 
普通株式 138 6.0 平成19年６月30日 平成19年８月24日 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月26日

定時株主総会
普通株式 138 利益剰余金 6.0 平成19年12月31日 平成20年３月27日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定 4,172百万円

現金及び現金同等物 4,172百万円

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定   3,584百万円

定期預金（３ヶ月超） △300百万円

有価証券（３ヶ月以内） 200百万円　

現金及び現金同等物      3,484百万円

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定    3,476百万円

定期預金（３ヶ月超） △300百万円

有価証券（３ヶ月以内） 900百万円

現金及び現金同等物    4,076百万円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および期末

残高相当額

　 有形固

定資産

その他

(百万円)

無形固

定資産

ソフト

ウェア

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額

相当額
329 34 363

減価償却

累計額

相当額

263 29 293

中間期末

残高相当額
65 4 70

　 有形固

定資産

その他

(百万円)

無形固

定資産

ソフト

ウェア

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額

相当額
89 － 89

減価償却

累計額

相当額

66 － 63

中間期末

残高相当額
23 － 23

　 有形固

定資産

その他

(百万円)

無形固

定資産

ソフト

ウェア

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額

相当額
101 34 136

減価償却

累計額

相当額

69 33 103

期末残高

相当額
31 1 33

２　未経過リース料中間期末残高相当

額

２　未経過リース料中間期末残高相当

額

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 57百万円

１年超 14百万円

合計 71百万円

１年以内   13百万円

１年超   10百万円

合計   24百万円

１年以内   20百万円

１年超   13百万円

合計    33百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額

支払リース料 53百万円

減価償却費

相当額
51百万円

支払利息

相当額
0百万円

支払リース料   14百万円

減価償却費

相当額
 12百万円

支払利息

相当額
 0百万円

支払リース料    108百万円

減価償却費

相当額
   104百万円

支払利息

相当額
 1百万円

４　減価償却費相当額および利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数として残

存価額を零とする定額法に

よっております。

４　減価償却費相当額および利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額および利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

１　時価のある有価証券

区分  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額　　

　(百万円) 差額（百万円） 

その他有価証券

株式
39 40 1

計 39 40 1

２　時価評価されていない有価証券

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式
32

計 32

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額　　

　(百万円) 差額（百万円） 

その他有価証券

株式
39 23 △15

計 39 23 △15

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分 種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

 その他有価証券 譲渡性預金 200

　 非上場株式 32

前連結会計年度末（平成19年12月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額　　　(百

万円) 差額（百万円） 

その他有価証券

 株式
39 28 △11

計 39 28 △11

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分 種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

 その他有価証券 譲渡性預金 900

　 非上場株式 32

（デリバティブ取引関係）

　当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結

会計年度において該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　
エンジニアリング

事業
(百万円)

ソリューション
事業

(百万円)
計(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

(1) 外部顧客に対

する売上高
5,059 5,659 10,719 ― 10,719

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,059 5,659 10,719 ― 10,719

営業費用 4,285 5,713 9,998 ― 9,998

営業利益又は

営業損失（△）
774 △53 720 ― 720

　（注）１．事業区分の方法

　当社グループの事業区分は、サービスの性質、経営戦略上の位置付け等を考慮して区分しております。

２．各事業区分の主要なサービス

事業区分 主要なサービス

エンジニアリング事業

機器組み込みソフトウェアの開発

製造・技術系アプリケーションソフトウェアの開発

製造・技術系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等

ソリューション事業

ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発

ユーザーにおける情報システムの運用・保守等

ビジネス系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等

　

　

　

　

　

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　
エンジニアリング

事業
(百万円)

ソリューション
事業

(百万円)
計(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

(1) 外部顧客に対

する売上高
5,611 6,725 12,336 ― 12,336

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,611 6,725 12,336 ― 12,336

営業費用 4,909 6,559 11,469 ― 11,469

営業利益 701 165 867 ― 867

　（注）１．事業区分の方法

　当社グループの事業区分は、サービスの性質、経営戦略上の位置付け等を考慮して区分しております。

２．各事業区分の主要なサービス
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事業区分 主要なサービス

エンジニアリング事業

機器組み込みソフトウェアの開発

製造・技術系アプリケーションソフトウェアの開発

製造・技術系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等

ソリューション事業

ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発

ユーザーにおける情報システムの運用・保守等

ビジネス系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等

　

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　
エンジニアリ
ング事業
（百万円）

ソリューショ
ン事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 11,169 13,024 24,194 ― 24,194

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ― ―

計 11,169 13,024 24,194 ― 24,194

営業費用 9,541 12,815 22,357 ― 22,357

営業利益 1,628 208 1,836 ― 1,836

　（注）１　事業区分の方法

当社グループの事業区分は、サービスの性質、経営戦略での位置付け等を考慮して区分しております。

２　各事業区分の主要なサービス

事業区分 主要なサービス

エンジニアリング事業

機器組み込みソフトウェアの開発

製造・技術系アプリケーションソフトウェアの開発

製造・技術系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等

ソリューション事業

ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発

ユーザーにおける情報システムの運用・保守等

ビジネス系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等

　

　

　

【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合がいずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

　前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 328円65銭

１株当たり中間純利益 18円49銭

１株当たり純資産額 354円87銭

１株当たり中間純利益 14円97銭

１株当たり純資産額 346円56銭

１株当たり当期純利益 43円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については潜在株式がないた

め記載しておりません。

　

　（注）算定上の基礎　

１.１株当たり純資産額

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 8,242 8,863 8,664

純資産の部の合計額から控除す

る金額(百万円)

(少数株主持分)

673

(673)

690

(690)

681

(681)

普通株式に係る中間期末

(期末)の純資産額(百万円)
7,569 8,173 7,982

中間期末(期末)の普通株式の数

(千株)
23,032 23,032 23,032

２.１株当たり中間（当期）純利益

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 425 344 1,005

普通株主に帰属しない金額

(百万円）
― ― ―

普通株式に係る中間(当期)

純利益(百万円）
425 344 1,005

普通株式の期中平均株式数

(千株)
23,032 23,032 23,032

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比

(％)

(資産の部) 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　 2,776  1,666  1,973  

２　売掛金 　 3,522  3,774  4,220  

３　有価証券　 　 ―  200  900  

４　たな卸資産 　 595  903  409  

５　繰延税金資産 　 100  123  148  

６　その他 　 231  318  241  

７　貸倒引当金 　 △30  △32  △36  

流動資産合計 　 7,195 63.6 6,953 58.3 7,858 65.1

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 ※１       

(1) 建物 　 122  301  70  

(2) その他 　 12  94  12  

有形固定資産合計 　 135 1.2 396 3.3 83 0.7

２　無形固定資産 　 181 1.6 281 2.4 229 1.9

３　投資その他の資産 　       

(1) 関係会社株式 　 2,795  2,795  2,795  

(2) 差入保証金 　 590  1,013  638  

(3) 繰延税金資産 　 180  198  186  

(4) その他 　 236  293  270  

(5) 貸倒引当金 　 △0  △0  △0  

投資その他の資産
合計

　 3,803 33.6 4,301 36.0 3,891 32.3

固定資産合計 　 4,119 36.4 4,979 41.7 4,204 34.9

資産合計 　 11,315 100.0 11,932 100.0 12,062 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比

(％)

(負債の部) 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　買掛金 　 767  819  1,081  

２　短期借入金 　 1,000  1,000  1,000  

３　未払法人税等 　 291  217  431  

４　未払消費税等 　 96  36  121  

５　賞与引当金 　 144  178  152  

６　役員賞与引当金 　 12  16  32  

７　製品保証引当金 　 16  30  27  

８　その他 　 993  1,070  839  

流動負債合計 　 3,320 29.3 3,368 28.2 3,685 30.6

Ⅱ　固定負債 　       

１　退職給付引当金 　 532  557  540  

２　役員退職慰労引当金 　 61  71  74  

３　永年勤続慰労引当金 　 ―  43  ―  

固定負債合計 　 593 5.3 672 5.7 615 5.1

負債合計 　 3,913 34.6 4,040 33.9 4,301 35.7

　 　       

(純資産の部) 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　 1,348 11.9 1,348 11.3 1,348 11.1

２　資本剰余金 　       

(1) 資本準備金 　 2,217  2,217  2,217  

(2) その他資本剰余金 　 1  1  1  

資本剰余金合計 　 2,219 19.6 2,219 18.6 2,219 18.4

３　利益剰余金 　       

(1) 利益準備金 　 103  103  103  

(2) その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 3,175  3,175  3,175  

繰越利益剰余金 　 572  1,063  932  

利益剰余金合計 　 3,851 34.0 4,342 36.4 4,211 34.9

４　自己株式 　 △17 △0.1 △17 △0.2 △17 △0.1

株主資本合計 　 7,401 65.4 7,892 66.1 7,761 64.3

純資産合計 　 7,401 65.4 7,892 66.1 7,761 64.3

負債純資産合計 　 11,315 100.0 11,932 100.0 12,062 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  9,135 100.0  9,796 100.0  19,790 100.0

Ⅱ　売上原価 　  6,700 73.3  7,318 74.7  14,772 74.6

売上総利益 　  2,435 26.7  2,477 25.3  5,017 25.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  1,720 18.9  1,821 18.6  3,412 17.3

営業利益 　  714 7.8  656 6.7  1,605 8.1

Ⅳ　営業外収益 ※１  35 0.4  36 0.4  61 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２  5 0.1  9 0.1  14 0.1

経常利益 　  744 8.1  683 7.0  1,652 8.3

Ⅵ　特別利益   ― ―  ― ―  ― ―

Ⅶ　特別損失 ※３  12 0.1  208 2.2  66 0.3

税引前中間(当期)純
利益

　  732 8.0  474 4.8  1,585 8.0

法人税、住民税及び
事業税

　 247   191   656   

法人税等調整額 　 39 287 3.1 13 204 2.0 △13 643 3.2

中間(当期)純利益 　  444 4.9  269 2.8  942 4.8
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年12月31日残高
(百万円)

1,348 2,217 1 2,219

中間会計期間中の変動額     

別途積立金の積立    ―

剰余金の配当    ―

中間純利益    ―

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ―

平成19年６月30日残高
(百万円)

1,348 2,217 1 2,219

　

株主資本

純資産

合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
利益

準備金

 その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高
(百万円)

103 2,695 723 3,521 △17 7,071 7,071

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立  480 △480 ―  ― ―

剰余金の配当   △115 △115  △115 △115

中間純利益   444 444  444 444

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 480 △150 329 ― 329 329

平成19年６月30日残高
(百万円)

103 3,175 572 3,851 △17 7,401 7,401

当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年12月31日残高
(百万円)

1,348 2,217 1 2,219

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当    ―

中間純利益    ―

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ―

平成20年６月30日残高
(百万円)

1,348 2,217 1 2,219

　

株主資本

純資産

合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
利益

準備金

 その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日残高
(百万円)

103 3,175 932 4,211 △17 7,761 7,761

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当   △138 △138  △138 △138
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株主資本

純資産

合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
利益

準備金

 その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

中間純利益   269 269  269 269

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― 131 131 ― 131 131

平成20年６月30日残高
(百万円)

103 3,175 1,063 4,342 △17 7,892 7,892

前事業年度の株主資本等変動計算書(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

1,348 2,217 1 2,219

事業年度中の変動額     

別途積立金の積立    ―

剰余金の配当    ―

当期純利益    ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― ―

平成19年12月31日　残高
（百万円）

1,348 2,217 1 2,219

　

 株主資本

 純資産合計
 利益剰余金

 自己株式  株主資本合計
利益準備金

 その他利益利益剰余金
 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金 

平成18年12月31日　残高
（百万円）

103 2,695 723 3,521 △17 7,071 7,071

事業年度中の変動額        

別途積立金の積立  480 △480 ―  ― ―

剰余金の配当   △253 △253  △253 △253

当期純利益   942 942  942 942

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― 480 209 689 ― 689 689

平成19年12月31日　残高
（百万円）

103 3,175 932 4,211 △17 7,761 7,761
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式

移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式

同左

②　その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のないもの

同左

②　その他有価証券

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

①　商品

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

①　商品

同左

(2) たな卸資産

①　商品

同左

②　仕掛品

個別法による原価法

②　仕掛品

同左

②　仕掛品

同左

③　貯蔵品

最終仕入原価法

③　貯蔵品

同左

③　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物及び構築物　６～15年

 その他　　　　　５～15年

 (会計処理の変更)

当中間会計期間より、法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税

法に規定する減価償却の方法

によっております。

なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益及び税引前中間純

利益に与える影響はありませ

ん。

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物　　　　　　６～15年

 その他　　　　　５～15年
――――――――

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物　　　　　　６～15年

 その他　　　　　５～15年

  (会計処理の変更) 

　当事業年度より、法人税法の改正に

伴い、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の

法人税法に規定する減価償却の方法

によっております。

 なお、この変更に伴う営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える

影響は軽微であります。 

 

 

―――――――― ―――――――― 　 （臨時償却費）

　当社は、平成20年２月に三田本社ビ

ルを移転する予定であり、当事業年度

において、移転に際し除却が見込まれ

る有形固定資産の耐用年数を移転予

定時までの期間に短縮し、残存価額を

零として、臨時償却費を計上しており

ます。これに伴い、減価償却費を６百

万円追加計上するとともに過年度分

について、特別損失に臨時償却費を53

百万円計上しております。

　この結果営業利益及び経常利益は６

百万円、税引前当期純利益は59百万

円、それぞれ減少しております。
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

―――――――― （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産

については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

――――――――

(2) 無形固定資産

①　ソフトウェア

市場販売目的ソフトウェア

は、見込販売数量に基づく償

却額と、見込販売可能期間(３

年)に基づく均等配分額とを

比較し、いずれか大きい額を

計上する方法によっており

ます。

自社利用ソフトウェアは、見

込利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

(2) 無形固定資産

①　ソフトウェア

同左

(2) 無形固定資産

①　ソフトウェア

同左

②　その他の無形固定資産

定額法によっております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。

②　その他の無形固定資産

同左

②　その他の無形固定資産

同左

   

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等の特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上

しております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。

(3) 役員賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しておりま

す。
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(4) 製品保証引当金

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実績

に基づく将来発生見込額を計

上しております。

(4) 製品保証引当金

同左

(4) 製品保証引当金

同左

(5) 受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、

ソフトウェアの請負契約に基

づく進行中の開発案件のうち、

当中間会計期間末時点で将来

の損失が見込まれ、且つ、当該

損失額を合理的に見積もるこ

とが可能なものについて、当中

間会計期間末以降に発生が見

込まれる損失額を計上してお

ります。

(5) 受注損失引当金

同左

(5) 受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、

ソフトウェアの請負契約に基

づく進行中の開発案件のうち、

当事業年度末時点で将来の損

失が見込まれ、且つ、当該損失

額を合理的に見積もることが

可能なものについて、翌事業年

度以降に発生が見込まれる損

失額を計上しております。

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、主

としてその発生時の従業員の

平均残存勤務期間による定額

法により翌期から費用処理す

ることとしております。

(6) 退職給付引当金

同左

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

また、数理計算上の差異は、主

としてその発生時の従業員の

平均残存勤務期間による定額

法により翌期から費用処理す

ることとしております。

(7) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おります。

(7) 役員退職慰労引当金

同左

(7) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 ―――――――― (8）永年勤続慰労引当金 

永年勤続の従業員に対する慰労制

度に伴って支給される慰労金の支

給に備えるため、経過年数に応じた

支給見込み額に基づき計上してお

ります。

（会計処理の変更）　

当社は、永年職務に精励した従業員

に対して、心身をリフレッシュし、

今後の新たな活力を生み出すこと

を目的とし、５年ごとに休暇と慰労

金が付与されるリフレッシュ休暇

制度を運用しております。当該慰労

金について、従来は支出時の費用と

して処理しておりましたが、従業員

の増加により金額的重要性が高

まったこと、また、勤怠管理システ

ム機能の充実化に伴い合理的な見

積が可能になったことにより、期間

損益計算の適正化を図るため、当中

間会計期間より慰労金部分につい

て経過年数に応じた支給見込み額

を引当計上することといたしまし

た。

この変更により、営業利益及び経常

利益は１百万円それぞれ増加し、税

引前中間純利益は59百万円減少し

ております。

 ――――――――

４　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　その他中間財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

５　その他中間財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　その他財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

同左
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含

めて表示しておりました「関係会社株式」については、金

額の重要性が増したため、当中間会計期間より区分掲記し

ております。なお、前中間会計期間の「関係会社株式」は

169百万円であります。

――――――――

――――――――  （中間貸借対照表）

　前中間会計期間まで「現金及び預金」に含めて表示して

おりました譲渡性預金については、「金融商品会計に関す

る実務指針」（会計制度委員会報告第14 号　最終改正　平

成19 年７月４日）の改正に伴い、当中間会計期間より「有

価証券」に含めて表示しております。

　なお前中間会計期間における「現金及び預金」に含まれ

ている譲渡性預金の金額は1,200百万円であります。　
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（百万円単位未満の処理）　

　中間財務諸表に記載されている科目

その他の事項の金額は、前事業年度ま

で百万円単位未満を四捨五入して表

示しておりましたが、当中間会計期間

より百万円単位未満を切り捨てて表

示しております。

　なお、比較参照を容易にするため、前

中間会計期間及び前事業年度の金額

についても百万円単位未満を切り捨

てて組替表示しております。

 ―――――― （百万円単位未満の処理）

　財務諸表に記載されている科目その

他の事項の金額は、前事業年度まで百

万円単位未満を四捨五入して表示し

ておりましたが、当事業年度より百万

円単位未満を切り捨てて表示してお

ります。

　なお、比較参照を容易にするため、前

事業年度の金額についても百万円単

位未満を切り捨てて組替表示してお

ります。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計額
102百万円

※１　有形固定資産の

減価償却累計額
 80百万円

※１　有形固定資産の

減価償却累計額
  181百万円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 8百万円

受取配当金 16百万円
  

受取利息  8百万円

受取配当金   15百万円
  

受取利息  19百万円

受取配当金   16百万円
  

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

支払利息  0百万円 支払利息   4百万円 支払利息  4百万円

※３　特別損失の主要項目 ※３　特別損失の主要項目 ※３　特別損失の主要項目

固定資産除却損 　

建物 3百万円

固定資産除却損 　

建物  2百万円

無形固定資産 9百万円　

本社移転関連費用 129百万円

過年度永年勤続

慰労引当金繰入額

　 61百万円　　

固定資産除却損 　

建物  3百万円

　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額

有形固定資産 13百万円

無形固定資産 34百万円

　 　

有形固定資産 46百万円

無形固定資産 48百万円

　 　

有形固定資産 92百万円

無形固定資産 76百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 51,105 ― ― 51,105

合　計 51,105 ― ― 51,105

当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 51,105 ― ― 51,105

合　計 51,105 ― ― 51,105

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 51,105 ― ― 51,105

合　計 51,105 ― ― 51,105
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および

中間期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および

中間期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および

期末残高相当額

　

有形固定

資産

その他

(百万円)

　

無形固定

資産

(百万円)

　
合計

(百万円)

取得

価額

相当額

318 　 34 　 353

減価

償却

累計額

相当額

254 　 29 　 284

中間

期末

残高

相当額

63 　 4 　 68

　

有形固定

資産

その他

(百万円)

　

無形固定

資産

(百万円)

　
合計

(百万円)

取得

価額

相当額

61 　 － 　 61

減価

償却

累計額

相当額

42 　 － 　 42

中間

期末

残高

相当額

18 　 － 　 18

　

有形固定

資産

その他

(百万円)

　

無形固定

資産

(百万円)

　
合計

(百万円)

取得

価額

相当額

73 　 34 　 107

減価

償却

累計額

相当額

49 　 33 　 82

期末

残高

相当額

23 　 1 　 24

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 55百万円

１年超 14百万円

合計 69百万円

１年以内   11百万円

１年超  8百万円

合計   20百万円

１年以内   15百万円

１年超   10百万円

合計   25百万円

３　支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払リース料 52百万円

減価償却費

相当額
50百万円

支払利息

相当額
0百万円

支払リース料   10百万円

減価償却費

相当額
  9百万円

支払利息

相当額
 0百万円

支払リース料    100百万円

減価償却費

相当額
   97百万円

支払利息

相当額
 1百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法に

よっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分法

については、利息法によってお

ります。

５　利息相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末(平成19年６月30日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当中間会計期間末(平成20年６月30日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末(平成19年12月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 321円36銭

１株当たり中間純利益 19円32銭

１株当たり純資産額 342円67銭

１株当たり中間純利益 11円70銭

１株当たり純資産額 336円97銭

１株当たり当期純利益 40円92銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　

　（注）　算定上の基礎　

１.１株当たり純資産額

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 7,401 7,892 7,761

純資産の部の合計額から控除す

る金額(百万円)
― ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)の

純資産額(百万円）
7,401 7,892 7,761

中間期末(期末)の普通株式の数

(千株）
23,032 23,032 23,032

２.１株当たり中間（当期）純利益

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 444 269 942

普通株主に帰属しない金額

(百万円)
― ― ―

普通株式に係る中間(当期)

純利益(百万円)
444 269 942

普通株式の期中平均株式数

(千株）
23,032 23,032 23,032

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

（２）【その他】

　第35期(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)中間配当については、平成20年７月22日開催の取締役会に

おいて、平成20年６月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 138百万円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　  6円 00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成20年８月26日
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第34期(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月28日関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書の訂正報告書　

　　　　第34期中(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)平成20年９月24日関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書の訂正報告書　

　　　　第34期(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年９月24日関東財務局長に提出。

EDINET提出書類

キヤノンソフトウェア株式会社(E04901)

半期報告書

49/54



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年９月25日

キヤノンソフトウェア株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 多田　修　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　茂　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキヤノン

ソフトウェア株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１

月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、キヤノンソフトウェア株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成20年９月24日

キヤノンソフトウェア株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

 業務執行社員
 公認会計士 多田　修　　㊞

 
指定有限責任社員

 業務執行社員
 公認会計士 土井　英雄　㊞

 
指定有限責任社員

 業務執行社員
 公認会計士 関口　茂　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るキヤノンソフトウェア株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、キヤノンソフトウェア株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年９月25日

キヤノンソフトウェア株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 多田　修　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　茂　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキヤノン

ソフトウェア株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成19年１月

１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、キヤノンソフトウェア株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19

年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成20年９月24日

キヤノンソフトウェア株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

 業務執行社員
 公認会計士 多田　修　　㊞

 
指定有限責任社員

 業務執行社員
 公認会計士 土井　英雄　㊞

 
指定有限責任社員

 業務執行社員
 公認会計士 関口　茂　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るキヤノンソフトウェア株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平

成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、キヤノンソフトウェア株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20

年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

EDINET提出書類

キヤノンソフトウェア株式会社(E04901)

半期報告書

54/54


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（１）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	（２）その他

	２中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

